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八木小学校では、毎年小学２年生が、学校近くの田んぼを借
りて「もち米つくり」に取り組んでいます。
　昨年も、「田植え」や「稲刈り」体験をし、もち米になる
までの作業を行い、農家の人たちの苦労が少しわかりました。
　昨年12月には、残してあった稲わらで「しめ飾り」つくり
に挑戦しました。
　先生役の同級生のおじいちゃんから作り方を教えてもらい
ながら、何とか作り上げました。
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農業者年金に加入しましょう その２  ……10
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なんたんあっちこっち………………………12

身近にある稲わらを使って
きれいな「しめ飾」できたよー



農地制度が変わります！農地制度が変わります！その2

1 遊休農地の所在の明確化と有効利用の徹底

⬇

これまで

これから

　遊休農地のうち市町村が指定したもの（要活用農地）について、必要な措置を講じる
仕組みとなっていました。　

　 すべての遊休農地が対象となります。　

所有者が
不明 な場合

公　告

⬇

これまで

これから

　遊休農地の所有者等に対する指導は農業委員会が、通知・公告・勧告は市町村長が
行っていました。

　 遊休農地の所有者に対する指導・通知・公告・勧告までの手続きを、農業委員会が
一貫して行います。　

⬇

これまで

これから

　所有者が判明し得る遊休農地にしか、利用権の設定ができませんでした。　　　

　 所有者が判明しない遊休農地にも、利用権が設定できます。　　　

これから　 農業委員会は、毎年 1回、農地の利用状況を調査します。（義務）　　　

これから　 農業者等から遊休農地がある旨を、農業委員会に申し出ることができます。

●農業委員会が指導するケース

1年以上にわたって農作物の栽培が行われておらず、かつ、今後、農地所有者等の農業経
営に関する意向、農地の維持管理（草刈り、耕起等）の状態等からみて、農作物の栽培
が行われる見込みがないなど。

●農業委員会による利用状況の調査方法

①　旧市町村、大字等適当な範囲で区域を区切って、担当農業委員を定め、必要に応じ
　て地域の農業事情に精通した者、農業団体等の協力を得て調査します。

②　農地が集団的に利用されている地域等遊休農地が周辺農業に及ぼす影響の高い地域
　から順次調査します。

③　農地に関する情報、既存の調査結果、調査図面等を活用するものとし、例えば、所
　有権に関する仮登記上の権利が設定されている農地など、特に注意すべき地域や農地
　を明確にして調査します。

④　道路からの目視により雑草が繁茂していることが確認された場合は、現地で利用状
　況の写真を撮影し、その旨を図面等に記録します。

⑤　「農地パトロール月間」の期間を実施期間とするなど、これまで取り組んできた「農
　地パトロール」方式を利用して行うことも可能です。

遊休農地を有効活用する対策の仕組み

利用集積

 特定農業法人

農地保有合理化法人

農地利用
集積円滑化団体

市町村

 担い手農家等
⬇

⬇

⬇

⬇

⬇

⬇

農業委員会が、管内の農地が適正に利用されてい
るか調査します。

所有者等が農地をきちんと利用することを具体的
に示した計画書を提出します。　　　

農業委員会が所有者に対して、誰かに貸すなど必
要な措置をとるよう勧告します。

指導対象農地のうち①については、農業委員会が
遊休農地を利用したい者に利用できるように協議
を行わせ、協議が不成立の場合等には、最終的に
は都道府県知事が、裁定により、その者が特定利
用権により利用できるようにします。　　

農業委員会が遊休農地であることを通知します。

農業委員会が所有者等に対して、農地をきちんと
利用するよう指導します。

①1年以上にわたって耕作されておらず、今後も耕
　作されないと見込まれる農地

②周辺の農地と比べて低利用となっている農地

指導に従わない場合

⬇計画書が不適切な場合等

⬇勧告に従わない場合

2 指導から勧告までの手続きの一元化

遊休農地を有効活用する対策の充実
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4

農業所得の申告は、実際の収入金額から必要経費を差し引
く、収支計算により申告していただくことになります。
農業所得の申告は、実際の収入金額から必要経費を差し引
く、収支計算により申告していただくことになります。

収支計算の算式収支計算の算式

総収入金額 － 必要経費 ＝ 所得金額総収入金額 － 必要経費 ＝ 所得金額

　

今
年
も
所
得
申
告
の
時
期
と
な
り
ま
し
た
。

　

農
業
経
営
者
の
方
は
、
実
際
の
収
入
金
額

か
ら
必
要
経
費
を
差
し
引
く
方
法
に
よ
り
農

業
所
得
金
額
を
計
算
し
申
告
し
て
い
た
だ
き

ま
す
。

　

申
告
に
は
収
支
内
訳
書
の
作
成
が
必
要
で

す
。
収
支
内
訳
書
の
記
入
は
、
収
入
と
経
費

そ
れ
ぞ
れ
を
九
ペ
ー
ジ
の
A
表
B
表
の
科
目

ご
と
に
仕
分
け
し
、
そ
の
合
計
金
額
を
各
科

目
の
記
号
番
号
欄
に
記
入
し
ま
す
。

　

本
号
で
は
、
農
業
所
得
の
収
支
内
訳
書
を

作
成
す
る
中
で
少
し
や
や
こ
し
い
と
思
わ
れ

が
ち
な
『
減
価
償
却
費
』
の
計
算
方
法
に
つ

い
て
解
説
を
し
ま
す
。

　

※
本
文
は
九
ペ
ー
ジ
に
続
き
ま
す
。

　

※
五
～
六
ペ
ー
ジ
の
「
収
支
内
訳
書
」
は
、

切
り
取
っ
て
そ
の
ま
ま
お
使
い
く
だ
さ
い
。
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一 －（経過年数×０.８）
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農業の担い手となる方に、国から月額
最高１万円の保険料補助があります。

農業者年金はメリットがいっぱい農業者年金はメリットがいっぱいその2

保険料補助は次の３つの条件を満たす方が受けられます。
① 60歳までに保険料納付期間が20年以上見込まれること。
② 必要経費などを控除した後の農業所得が900万円以下であること。
③ 下記の区分１～５のいずれかに該当する人

最長20年間の保険料補助が受けられます。
保険料の補助が受けられる期間は、
① 35歳未満であれば要件を満たしている全ての期間
② 35歳以上であれば10年以内　通算して最長20年間(補助額は最高216万円)です。

国庫補助額も自分の年金として受け取れます。
国庫補助額とその運用益は、個人ごとに積み立てられ、原則65歳から特例付加年金として受給で
きます。特例付加年金を受給するには、農地等の経営継承が必要ですが、経営継承の時期について
の年齢制限はありません。自分で積み立てた分は、65歳から農業者年金として受給することがで
きますので、65歳から農業者老齢年金を受給しながら農業を続け、本人の体力などに応じて特例
付加年金の受給時期を決めることができます。

＝農業の担い手には、政策支援(保険料の国庫補助)がある＝

保険料の補助対象者と国庫補助額

農業者老齢年金と特例付加年金

10,000円
（５割）認定農業者で青色申告者1

区分 必要な要件 35歳未満 35歳以上

国庫補助

自分が払った保険料

特例付加年金

農業者老齢年金

6,000円
（3割）

10,000円
（５割）

認定就農者で青色申告者2 6,000円
（3割）

10,000円
（５割）

区分１又は２の者と家族経営協定を締結し
経営に参画している配偶者又は後継者3 6,000円

（3割）

6,000円
（3割）

認定農業者または青色申告者のいずれか
一方を満たす者で、３年以内に両方を満た
すことを約束した者

4 4,000円
（2割）

6,000円
（3割）

35歳まで（25歳未満の場合は10年以内）
に区分１の者となることを約束した後継者5 －

経営継承

10
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　水田経営所得安定対策など、農業を取り
巻く環境が大きく変わろうとしています。
　こうした中、情報の先取りがこれからの農
業経営を左右するといっても過言ではありま
せん。
　新しい農業・農村・農政の動き、農業経
営と経済、暮らしの情報がてんこ盛りの情報
誌、「全国農業新聞」をぜひお読みください。
　お申し込みは農業委員会事務局まで。

全国農業新聞を読みましょう

発行所　　全国農業会議所
発行日　　毎週金曜日
購読料　　月額600円

　

南
丹
市
の
平
成
22
年
度
予
算
編
成
時
期
を

前
に
12
月
14
日
、「
南
丹
市
農
業
施
策
に
関

す
る
建
議
書
」
を
南
丹
市
長
に
提
出
し
ま
し

た
。

　

建
議
書
の
内
容
は
、
①
地
産
地
消
の
推
進

と
安
全
な
農
産
物
の
活
用
に
つ
い
て
。
②
南

丹
市
産
農
産
物
の
南
丹
市
ブ
ラ
ン
ド
の
確
立

に
つ
い
て
。
③
生
産
者
米
価
の
安
定
と
農
業

所
得
の
保
障
に
つ
い
て
。
の
３
項
目
か
ら

な
っ
て
お
り
、
農
産
物
価
格
の
低
迷
、
農
業

従
事
者
の
高
齢
化
、
有
害
鳥
獣
被
害
の
拡
大

な
ど
農
業
を
と
り
ま
く
厳
し
い
状
況
の
中
で
、

本
市
農
業
の
健
全
な
発
展
を
推
進
す
る
た
め

に
、
農
家
の
所
得
向
上
に
繋
が
る
施
策
を
積

極
的
に
推
進
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

　

平
成
21
年
11
月
27
日
、
鳥
取
県
倉
吉
市
で

遊
休
農
地
解
消
へ
の
取
組
に
つ
い
て
研
修
を

行
い
ま
し
た
。
倉
吉
市
農
業
委
員
会
で
は
、

年
々
増
加
す
る
遊
休
農
地
の
解
消
に
向
け
市

と
農
業
委
員
が
連
携
し
、
様
々
な
取
り
組
み

が
さ
れ
て
お
り
、
集
落
組
織
が
解
消
さ
れ
た

事
例
も
あ
り
ま
し
た
。

　
「
農
事
組
合
法
人
く
ら
う
ち
」
の
取
組
事

例
を
聞
い
た
後
、
説
明
を
い
た
だ
い
た
農
事

組
合
・
市
農
業
委
員
会
・
農
林
課
・
農
業
改

良
普
及
所
と
耕
作
放
棄
地
解
消
に
向
け
、
意

見
交
換
を
行
い
ま
し
た
。

　

倉
吉
市
で
は
遊
休
農
地
を
再
生
す
る
た
め

市
独
自
の
助
成
制
度
を
設
け
、
平
成
18
年
度

実
施
以
降
、
80
㌶
が
解
消
さ
れ
水
稲
や
飼
料

作
物
が
作
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
の
研
修
の
成
果
を
今
後
の
活
動
に
つ

な
げ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

▲佐々木南丹市長に建議書を手渡す野中会長と
　大沢職務代理と上田農政部会長

▲倉吉市農村環境改善センターにて（鳥取県倉吉市）

収
穫
祭
・
農
業
体
験
で

ふ
れ
あ
い

今
、
地
域
農
業
で
は
、
高
齢
化
と
共
に
担
い

手
不
足
に
よ
る
農
地
の
遊
休
化
、
耕
作
放
棄

が
増
え
農
地
（
主
に
水
田
）
が
持
っ
て
い
る
多

面
的
機
能
（
治
水
、
景
観
、
環
境
保
全
）
が

確
保
で
き
な
く
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

そ
ん
な
中
で
も
頑
張
っ
て
い
る
若
い
人
達
が

お
ら
れ
る
こ
と
も
事
実
で
す
。
広
報
委
員
会

と
し
て
も
農
業
の
持
つ
生
き
が
い
や
楽
し
さ

等
を
紙
面
を
通
し
て
広
く
皆
さ
ん
に
伝
え
る

事
こ
そ
責
務
だ
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。
少
し
で

も
多
く
の
方
々
に
感
動
し
て
頂
け
る
よ
う
情

報
を
発
信
し
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

（
広
報
副
委
員
長
　
梅
津
義
明
）

農
業
施
策
に
つ
い
て
市
長
に

建
議
書
を
提
出

耕
作
放
棄
地
対
策
な
ど

先
進
地
視
察
研
修
を
実
施
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　とにかく広い南丹市。

　南丹市のあちらこちらでは、その地域ならではの面白く、

楽しい、また興味深い取り組みがされています。

　そんな南丹市の、あっちこっちのできごとを紹介します。

都
会
の
人
と
の

会
話
を
楽
し
み
な
が
ら

殿
田
い
な
か
祭
り

農
産
物
品
評
会

　

美
山
や
ま
ざ
と
市
は
、
神
楽
坂
ト
ン
ネ
ル
の
完

成
を
契
機
に
、
原
、
板
橋
、
宮
脇
、
下
吉
田
の
会

員
60
名
で
運
営
し
て
い
ま
す
。
会
員
は
、
自
家
菜

園
で
収
穫
し
た
野
菜
等
や
手
作
り
の
加
工
品
を
そ

れ
ぞ
れ
が
工
夫
し
自
由
に
販
売
し
て
い
ま
す
。
平

均
年
齢
65
歳
と
み
ん
な
高
齢
で
す
が
、
元
気
い
っ

ぱ
い
で
、
都
会
の
人
と
の
会
話
を
楽
し
み
な
が
ら

出
店
し
て
い
ま
す
。
重
労
働
や
経
費
の
管
理
、
イ

ベ
ン
ト
開
催
等
は
若
者
の
世
話
役
（
と
言
っ
て
も

50
歳
代
で
若
く
な
い
）
で
行
っ
て
い
ま
す
。
会
の

運
営
は
す
べ
て
出
店
料
で
賄
い
、
イ
ベ
ン
ト
開
催
、

広
告
宣
伝
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
市
に
こ
ら
れ
た

お
客
さ
ん
は
、『
新
丹
波
黒
』
の
独
特
の
風
味
に
、

「
す
ご
く
お
い
し
い
！
」「
こ
ん
な
お
い
し
い
枝
豆

は
初
め
て
」
な
ど
驚
き
の
声
を
あ
げ
て
い
ま
し
た
。

(

取
材
・
林
昭
男
委
員)

　

日
吉
町
殿
田
の「
殿
田
と
ー
く
ぽ
ー
る
」周
辺

で
、11
月
23
日
に
第
18
回
殿
田
い
な
か
祭
り
が
開

催
さ
れ
ま
し
た
。

　

農
産
物
品
評
会
に
は
、地
元
農
家
か
ら
自
慢
の

野
菜
が
出
品
さ
れ
審
査
の
結
果
、農
業
委
員
会
会

長
賞
は
、吉
田
隆
市
さ
ん(

64
歳)

の
立
派
な
白
菜

が
受
賞
さ
れ
ま
し
た
。吉
田
さ
ん
は
毎
年
、数
々
の

野
菜
を
出
品
さ
れ
て
お
り
、今
年
も
、小
か
ぶ・
え

び
芋
な
ど
も
出
品
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

(

取
材・吉
田
陽
子
委
員)

ワ
ー
畑
か
ら
海
老
が
取
れ
た
！

よ
く
見
た
ら
「
え
び
芋
」

　

八
木
町
山
室
生
産
組
合(

組
合
長
松
本
國
夫

さ
ん)

は
京
野
菜
の
え
び
芋
の
栽
培
を
平
成
21
年

か
ら
始
め
、
多
く
の
消
費
者
か
ら
好
評
を
得
て
い

ま
す
。
米
に
替
わ
る
商
品
化
農
産
物
を
探
し
、
見

つ
け
た
の
が
京
野
菜
の
え
び
芋
で
し
た
。
え
び
芋

は
、
設
備
投
資
が
特
に
い
ら
な
い
、
山
室
地
域
の

土
壌
に
適
し
た
作
物
で
し
た
。
南
丹
農
業
改
良
普

及
セ
ン
タ
ー
の
指
導
を
う
け
、
20
ア
ー
ル
分
の
種

芋
を
育
苗
ハ
ウ
ス
で
、
芽
出
し
を
し
ま
し
た
。
定

植
、
追
肥
、
か
ん
水
、
親
株
の
適
葉
等
い
ず
れ
も

夏
の
暑
い
時
期
の
農
作
業
で
し
た
が
、
11
月
に
収

穫
し
て
み
る
と
、
予
想
以
上
に
良
い
え
び
芋
が
多

く
あ
り
、
農
作
業
の
苦
労
が
吹
き
飛
ん
だ
思
い
で

す
。
そ
れ
か
ら
は
出
荷
作
業
に
追
わ
れ
ま
す
。

(

取
材
・
秋
田
武
委
員) ▲山室集荷場で丁寧に出荷作業

▲賞状を受ける吉田さん

▶
え
び
芋
の
掘
り
起
こ
し

　

作
業
を
す
る
組
合
長


